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1．はじめに
　本題に入る前にまず経済を考える際の留意点をいくつかあげておこう。
市場を中心とした現実の経済を見る際重要なのは、需要側と供給側双方か
ら考えること、短期と中長期、ミクロ（個々の企業、家計など）とマクロ
（経済全体）とを混同しないこと、民間と政府、あるいは金融と実物の関
係、市場と組織の組み合わせなどを考えることである。こうした点をよく
抑えておかないと現実の経済問題に対する対応を誤ることがある。たとえ
ば、90年代の目本経済のように景気の低迷が続くなかで個々の企業がコス
トを削減したり、家計が節約をしようとするのはミクロ的にみると合理的
な行動といえる。しかし、それで経済全体（マクロ）の経済状況がよくな
るかというとそうではない。企業がリストラということで雇用を削減する
だけではその企業の経営効率は改善するかもしれないが、経済全体でみる
と新たな雇用が創出されないかぎり失業率はますます上昇することになろ
う。不景気のなかで家計が節約し、貯蓄を増やそうとすれば経済全体では
消費が減少して一層景気が悪くなる（「合成の誤謬」あるいは経済全体では
貯蓄も増加しないので「節約のパラドックス」といわれる。）これらの対応
はミクロ主体の行動や経営の効率化といった供給サイドの見方からでてく
るものであり、経済全体（マクロ）の視点や需要側の視点が欠けている。
一方、例えば政府が景気対策として需要を拡大しても短期的には関連産業
を中心に経済を潤すことになるが、企業自体の経営効率が改善し、また家
計の将来に対する不安が減少し、民間自身の需要（投資、消費）が回復し
てこなければ、それが終わると景気は再び悪化する。また、個々の企業で
経営改善がなければ、その企業は競争に敗れていずれ苦境にたつことにな
ろうし、そうした企業が多ければ経済全体としても持続的な成長はおぼつ
かない。このように、現実の経済間題への対応には需要と供給、ミクロと
マクロ、短期と中長期、民間と政府といった複眼的な視点が重要である。
また、98年の日本経済のマイナス成長は97年4月の消費税率の引き上げと
一298一
21世紀の目本経済一課題と対応の方向
いった財政政策の問題だけでなく、むしろ97年秋の金融機関大型倒産の続
発による金融システム不安のなかで金融機能が円滑に機能しなかったこと
が大きく影響している。さらに、近年世界的に市場化の動きが拡大してい
る。市場は最も高い価格をつけた人・企業に資源を配分する形でその効率
的な利用を促進する。一方、組織は人の安定したネットワークを形成する
ことで知識・ノウハウ・信用の蓄積といった点ですぐれている。経済が円
滑に機能し、発展するうえですべてが市場で解決できるわけでなく、市場
と組織のそれぞれの長所をうまく組み合わせること、そして市場の失敗や
組織の失敗（硬直化や暴走）を防止することが重要なポイントとなる。
　さて、以上のような点に留意して、やや中・長期的な21世紀の目本経済
についてとくに目本の経済システム（制度や慣行）に着目してその課題と
対応の方向を考えてみよう。
　90年代バブル崩壊後の目本経済の長期低迷はしばしば「失われた十年」
といわれている。これをどう捉え、どこに問題があったのかを検討するこ
とが21世紀の目本経済を考えるうえでも重要であろう。90年代目本経済の
低迷の原因は単にバブル崩壊の影響だけではない。その背後には70～80年
代頃からの大きな経済社会の環境変化がある。バブルの発生自体もそうし
た経済社会の環境変化（それはしばしば需要の変化として表れてくる）の
なかで、それまでの目本の経済システム（いわば供給のシステム）がうま
く適合しなくなってきていたことが影響している。そこでそうした環境変
化が目本の経済システムにどのような影響を与えているかみておこう。
2．経済社会の環境変化
　目本の経済社会において1970、80年代から生じてきた種々の変化のうち、
主要なものとしては、①経済社会の成熟化（所得水準の向上、人口移動の
落ち着きなど）②少子・高齢化の急速な進展、③グローバル化の進展、④
情報通信革命（I　T革命）や科学・技術の急速な発展、⑤地球環境制約の
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強まりなどがあげられよう。
　ところで、環境変化と経済システムの関係について考えてみると、制度、
慣行などの経済社会システムは環境に適合する形で歴史的に形成されてく
る。したがって、出来上がってきたときは経済合理性をもっている（合理
性をもっているからこそ制度・慣行として定着する）。そして制度・慣行は
根付くのに時問がかかるができてしまうと相互に補完性をもち、システム
としては安定性を高めることになる。これは逆にいえば制度・慣行がいっ
たんできてしまうと環境が変化しても変更しにくいということも意味する。
戦後目本の経済社会の制度・慣行も当時の環境の下で戦後欧米諸国へのキャッ
チアップという目標に対し、それに適する形で出来上がってきた。しかし、
所得水準等で欧米諸国にほぼキャッチアップした70年代頃からそれらのな
かには上記のような種々の環境変化のなかで、うまく機能しないものが生
じてきた。さらに90年頃以降、少子・高齢化の進展に加え、情報通信革命
の急激な進展などもあって、これまでの制度・慣行のなかで時代にそぐわ
ず、経済社会の発展に不都合なものが目立ってきた。そのため、21世紀の
日本経済の持続的な発展を考えるうえではそれら制度、慣行など経済シス
テムの見なおしが急務になっている。
　そこで環境変化のなかで制度・慣行などをどのような方向に変革してい
けばよいのかということが問題となる。それを考えるにあたって現在の制
度・慣行がどのように形成され、どのような特徴をもっているか、それが
環境変化のなかでどのような問題がでてきているかまず整理しておこう。
3．目本型経済システムの特徴と問題点
1）戦後日本の経済システムの特徴
　戦後目本の経済システムの特徴としては、市場経済ではあるが長期継続
的な関係を背景とした信頼に依存する取引を前提にしていたことがあげら
れよう。これはアングロサクソン型のスポット的で法的契約に依存した市
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場取引を中心とする経済とはかなり異なっている。いわゆる目本型雇用慣
行、メインバンク制、下請・系列取引などはこの「信頼」を基礎におく長
期継続的取引がその基本にある。
　戦後高度成長期において大企業を中心に新しい技術を取り入れ、大量生
産を行っていくには豊富に存在した若年労働者に対しオンザジョブトレー
ニングを含め、企業自らが教育・研修していく方が適していた。そうした
教育・研修を行った労働者が短期間で転職してしまうことは企業にとって
もマイナスであり、それが「長期雇用」「年功賃金」といった長期継続的関
係を重視する目本型雇用慣行につながっていった。戦後から高度成長期に
かけ旺盛な投資に見合う資金需要を満たすのに目本の資本市場は発展して
おらず、銀行借入れが資金供給の中心となった。これが銀行業界全体とし
て企業審査を効率化するメインバンク制度につながった．部品調達におい
ても、品質を維持するため信頼性の高い部品を確保するためには、メーカー
が技術的にも資金的にも支援と支配力をもつ系列化・下請化が一般的となっ
た。このように長期継続的取引を重視する制度・慣行は当時の目本経済に
とっては経済合理性をもっていたといえる。
　また、これまでしばしば目本企業の経営目標が短期の利潤拡大よりも売
上シェア拡大、長期的利益の重視といわれたのも長期継続的取引を前提と
した経済であったことが関係している。すなわち、メインバンク制や株式
持ち合いで短期の株主の利益をあまり考慮しなくてもよい一方、目本型雇
用慣行の下で長期雇用を維持しつつ労働生産性を高めるためには売上シェ
アを拡大し固定費化した人件費コストをスケールメリットで低下させるこ
とが合理的であった。
　このようにいわゆる目本型の制度・慣行は戦後目本の先進工業国へのキャッ
チアップという目標にとってはうまく機能し、それゆえ経済システムとし
て定着していった。
2）経済社会の環境変化と日本型経済システムの問題点
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　上記の戦後目本の経済システムの特徴が、70～80年代からの環境変化の
中でどのような問題点が生じてきたか、以下順にみていこう。
①経済社会の成熟化
　高度成長による所得水準の向上によって先進工業国へのキャッチアップ
という目標をほぼ達成することになった。先進国からの技術導入や技術の
模倣による成長の時代は終わり、成長のためには自らが新たなフロンティ
アをみつけ技術開発のフロントランナーたることが求められている。しか
しながら、目本の長期継続的関係重視の経済システムが次第に既存の組織
や関係のしがらみを強め、組織の和重視が個人の新しい独創的な考え方や
技術の創出を阻害することになった。また、所得水準の向上のなかで価値
観は多様化し、単なるモノに対する需要から多様なサービスやより精神的
なゆとりやうるおい、暮らしの安全・安心といったことが求められるよう
になった。しかし、大量生産型工業の発展に適していた経済システムはこ
うしたサービス化し多様化する二一ズに対応するには必ずしも適していな
い。所得水準の向上、価値観の多様化による女性の社会進出の活発化にも
これまでの経済システムではうまく対応しきれていない。
②少子・高齢化の急速な進展
　少子・高齢化の急速な進展による人口構造の大きな変化は、経済面では
需要構造の変化のほか、とくに労働・雇用、社会保障制度に大きな影響を
与える．労働力人口の高齢化も急速に進むことから、多くの大企業で目本
型雇用慣行の特徴といわれたいわゆる「終身雇用」「年功賃金」は労働力人
口の構成がヒ。ラミッド型の時にはうまく機能したが、それが変化すること
で人件費負担が増大し、修正が迫られている。社会保障制度は予想を上回
る少子高齢化の進展により年金制度をはじめとして、負担・給付のあり方
の見なおしなど長期的な制度の安定のために改革が必要となっている。さ
らにその改革の方向が必ずしも明確でないことが国民の将来不安の原因と
なり、また保険料未納者の増加や企業の厚生年金制度からの脱退など制度
自体の安定性を損なうことにもなっている。
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③経済のグローバル化
　運輸・通信技術の飛躍的な進歩もあって経済活動のグローバル化が進ん
できた。また、先進国では変動相場制に変わり、その下で国際間の競争が
激化すると、外国に対しては閉鎖的であった下請け・系列制度は海外との
経済摩擦の一因となるとともに、円高傾向の下ではかえってコスト高の要
因となってきた。
　また、経常収支黒字が定着するなかで金融の自由化・国際化の進展は資
金調達の多様化、国際化を進め、大企業の銀行ばなれを促した。これはメ
インバンクのカを弱めることになり、都市銀行も土地担保とする中小企業
向け融資や不動産・建設向け融資を拡大した。これがバブル発生・拡大の
一因ともなった。
　このほか目本企業も海外展開を進めるなか海外との円滑な経済活動を行
うためには会計制度や商慣習も国際的な調和が求められるようになってき
た。このため、経済活動のグローバル化に対応するには国内の制度・慣行
の見直しが必要になってきた。同時にグローバルな資本移動の活発化が巨
額の投機的な資金移動を生むなど世界経済の不安定化要因ともなってきて
おり、その動きを監視する国際的取組みが必要となっている。
④情報通信革命や科学・技術の急激な発展
　90年代に入ってからの情報通信革命（I　T革命）の進展は第3次産業革命
ともいわれ、経済社会に与えるインパクトは非常に大きい。情報の共有、
直結は中間管理職の役割・機能の変化・縮小を招くなど企業組織のあり方
にも根本的変革を迫っている。また、速い技術進歩のなかで企業自らが社
員を教育・研修するシステムや過去の経験や熟練が機能しにくくなってい
る。このためアウトソーシングや外部の人材活用の必要性が高まるなどこ
れまでの目本型雇用慣行の修正が迫られている。このほか、情報分野など
のイノベーションにおいては従来以上に独創性が求められ、独自性より協
調性重視といわれる目本の風土や教育のあり方自体も見直しが迫られてい
る。
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⑤　地球環境制約の強まり
　目』本を含めこれまでの先進工業国における経済は大量生産・大量消費型
であったが、地球環境制約の強まりのなかでこれまでのやり方では地球環
境が保てなくなる危険が高い。戦後の目本の経済システムも大量生産・大
量消費型に適したものであったため高い成長を遂げたが、持続可能な成長
のためには循環型経済社会にしていくことが不可欠である。したがって、
地球温暖化などの地球環境問題の対応として少資源・省エネを進めたり、
循環型経済社会にするため「生産」活動は廃棄のプロセスまで考慮し、い
わゆる“静脈産業”を育成するなどこれまでの経済システム全体の根本的
な改革が求められている。
4．経済システムの改革一その方向と課題
　前述のように、経済システムはその時代に適応する形で定着することに
なる。したがって、環境が変化すれば新たな環境に適合する形に変革され
ていかないとシステムとしてうまく機能しなくなってくる。新しい経済シ
ステムは新たな環境変化に対応するものでなければならない。同時に、経
済システムの元にある考え方・理念はその国の歴史・文化によって異なっ
ており、環境変化への対応も国によって異なるのが当然である。新しい経
済システムの方向として供給サイドからいえばその国の優位性を生かした
システムであることが世界経済のなかでその国の比較優位を作り出すうえ
で重要であろう。目本の経済システムはもともと目本の歴史・文化など異
なった環境のもとで発展してきたものであり、21世紀に向けて現在好調な
米国経済にならってそのまま単純にアングロサクソン型の経済システムに
変革すればよいというわけではない。1990年代に米国経済が復活したのも
情報分野等で米国のオープンで自由な競争と失敗してもやり直しがききベ
ンチャーの出やすい風土などが適していたことに加え、80年代から目本的
経営のよさを学ぶ一方、それを米国流に進化させること、例えば組織内、
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組織間の情報共有を情報技術の活用によって深化させるなど、によって達
成されたと考えられよう。一方、需要サイドから考えると、これも国によ
り求めるものに相違があるが、キャッチアップ後の目本の経済社会で強く
求められていくと考えられるのは単なる物質的な豊かさというより、暮ら
しのゆとり、うるおい、安心、社会の安定、安全であろう。
　そこで今後の日本の経済システムのあるべき方向として、次のような点
があげられよう。
①環境変化に柔軟に対応できるシステムであること。
②大量生産・大量消費型の成長でなく、持続可能な発展につながるもの
であること。
③生活の質向上につながり、誰もが将来に希望をもてるものであること．
　このうち、③は経済システムが誰にも機会を与え、生活質向上の期待を
高めるものであれば、需要面から持続的発展を支えることにつながる。
　これらを達成するためには民間企業が市場メカニズムを活用して二一ズ
の変化にすばやく的確に対応できるようにすべき分野も多いが、循環型経
済社会への取組みやくらし、社会の安心、安全を高めていくには、政府・
自治体の活動や民間の非営利組織の役割も大変大きい。政府、民間の適切
な役割分担と相互補完、民間のなかで営利企業と非営利組織の役割分担と
相互補完が重要となる。また、単に受身の目本経済システムの改革だけで
なく、目本からグローバル経済のルールづくりに積極的にかかわることな
ども必要である。
　以下では、2で述べた経済社会の環境変化に対してどのような経済シス
テムに変えていくべきかその方向を順に考えてみよう。
1）経済社会の成熟化への対応
　日本経済が欧米先進国にキャッチアップした今目どのような経済社会を
めざすのか国民的に議論を深め、それに適した経済システムを考える必要
があろう。そのことは需要面からも中・長期的な展望を切り拓くことにな
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る。同時にキャッチアップ後は目本経済自体がフロントランナーになるわ
けであり、経済システムもそれにふさわしい創造性、独創性を育てるシス
テムであることが求められよう。また、「豊かな社会」になるにつれ自己実
現の要求が高まり、多様化が進むことから、基本的には経済システム（制度・
慣行）が人々の自由な選択にバイアスをもたらさない中立的なものであるべ
きであろう。ただ、経済システムとして、これまでのような資源浪費型で
はなく持続可能な発展につながる工夫が不可欠である。（すなわち、現在世
代が将来世代の選択可能性を狭めるようなシステムであってはならない。）
2）少子高齢化への対応
　いわゆる「目本型雇用慣行」について、少子高齢化の進展のなかでより
柔軟性をもったシステムヘの変更が必要であろう。すなわち、女性や高齢
者にも働きやすいシステムにするには、“性・年齢”にとらわれないシステ
ム、教育・学習期間と勤労期間がより自由に選択できるリカレント型ライ
フコース（生涯学習社会）といった方向が求められよう。こうしたシステム
ヘの改革にあたっては労働需給のミスマッチが拡大しないようにマクロ政
策面も含め工夫が必要であろう。需要不足経済ではしばしば円滑な労働移
動が進まず失業率が上昇しやすい。新たな二一ズに対応した経済全体の需
要拡大と教育・訓練の充実、ベンチャー企業の育成、既存の中小企業の再
活性化など多様な雇用創出の努力が不可欠となる。
　社会保障制度については、これからは福祉と経済が連動し、需要面・供
給面から相互に持続的な発展を支え合うシステムが求められる。少子高齢
社会で社会保障制度は国民にとって普遍的なものとなり、安心を供給する
ことで安定した成長に資することになる。とくに高齢者医療と介護は誰も
が必要となる可能性が高く、安定した制度が市場部門、社会保険、社会の
連帯により重層的に構築される必要がある。
3）経済のグローバル化への対応
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　企業活動は一層グローバル化が進むであろうが、人々の生活の場の移動
（移住）は簡単なことではない。経済のグローバル化が人々の生活の質向上
につながるように経済システムを見なおす必要がある。この視点を忘れた
グローバル化は反グローバリズムの機運を高め世界経済の混乱・停滞を招
くことにもなる。とくに資産市場は通常の財・サービス市場と異なり「投
機」によって過度の変動を伴うものになりやすい。国民経済に比して大き
すぎる資本移動で国民経済が翻弄されることのないよう国内の金融システ
ムを整備し順序だった自由化を進めること、ルールを明確にしてモラルハ
ザードが生じないよう監視していくシステムを構築することが必要である。
また、実証分析研究結果からも技術・知識を蓄積するための研究開発を活
発に行う熟練労働集約型企業の雇用はグローバル化のなかでも減少してい
ない。雇用確保の意味からもグローバル化のなかでますます教育・技能訓
練、研究開発など人的資源蓄積につながるシステムの整備が重要になる。
4）情報通信革命（I　T革命）への対応
　多様化した価値観の下で個々人が自己実現を求める段階に達したことが
情報通信革命（I　T革命〉の需要側からみた社会的背景の一っと考えられ
る。したがって、基本的には人々の生き方をより豊かなものにするために
どのように情報通信技術を利用し、発展させていくかが課題となる。
　他方、情報通信革命が逆にまた経済社会に大きなインパクトを与えてい
る。情報通信技術革新のテンポの速さは今目経済社会システムに一層の柔
軟性を要求する。同時に情報化社会においても情報ソース、情報提供者を
r信頼」できるかが決定的に重要となる。これまでの長期継続的関係にも
とづく目本型経営システムの良さをどう生かし、変化の速いなかでの新し
いr信頼」社会をどうっくるかが重要な課題となる。情報関連の技術革新
においても広範囲のネットワークに加えてface　to　faceによる接触の経済
が重要であることは研究者、技術者が地域的に集積することでイノベーショ
ンが促進されているシリコンバレーの例でも証明されている。情報通信革
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命への対応としても地域における産業集積、生活面を含めた情報化が重要
なポイントとなろう。
5）地球環境問題への対応
　地球環境制約の強まりのなかで生活の質の維持・向上を図っていくため
には20世紀型の大量消費型・使い捨て型のライフスタイルの見なおしは避
けて通れない。消費者・生活者サイドにおいては地球市民としての意識向
上に加え、経済的インセンティブも活用したライフスタイル変更の促進が
必要であろう。生産者サイドでは生産一消費一廃棄・再利用までふくめて
コスト・ベネフィットを考え、各プロセスを通じたトータルな省資源・省
エネ（ライフサイクルアセスメント（L　CA））を進める必要がある。同時
にこれまで十分育ってこなかったいわゆる“静脈産業”の健全な発展が不
可欠であろう。こうした循環型社会に向けた産業構造の変更にも市場経済
のもとでは政策面で経済的手段の活用が有効であろう。同時にライフスタ
イルの見なおしにおいては身近な地域における取組みが重要である。市民、
企業、農家、自治体が連携して多様な形態で資源、エネルギーのリサイク
ル、最終廃棄物の極小化を進める必要がある。
　また、地球環境問題への対応には地球規模での取組み、ルールづくりも
不可欠である。目本も積極的にそれに参加し、循環型社会づくりをリード
するとともにこの面での発展途上国に対する国際協力を充実することが重
要である。
5．おわりに
　以上みてきた経済社会の環境変化への対応は、見方を変えると需要不足・
貯蓄過剰で低迷の続く目本経済にとって新たな大きなフロンティアでもあ
る。政府が「経済構造の変革と創造のための行動計画」（1995）で示した今
後成長が期待される15の産業分野（表参照）でみても、高齢化に対応した
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医療・福祉、経済社会の成熟化に対応した生活・文化、住宅関連、グロー
バル化に対応した国際化関連、情報化や新技術に対応した情報通信、バイ
オテクノロジー、新製造技術、環境問題に対応した環境、新エネ・省エネ
など、経済社会の環境変化への対応が新たな成長分野・雇用拡大分野とし
て期待されている。こうした問題に正面から取組み、これまでの大量生産・
大量消費・大量廃棄型の経済システムから適正消費・極小廃棄・リサイク
ル型の経済社会に改革していくことは需要面からも供給面からも目本経済
の新たな持続的な発展につながる。過去の状況下でかたちづくられた既得
権益に囚われることなく，同時に人や「信頼」を重視する目本の経済シス
テムのよさを生かしつつ、この新たなフロンティアに向かって漕ぎ出すこ
とが21世紀の目本経済の再生にっながろう。
表 今後成長が期待されるの産業分野
市場規模 雇用規模
現在 2010年現在 2010年
①医療・福祉 約38兆円 約91兆円約348万人約480万人
②生活・文化 20 43 220 355
③晴報通信 38 126 125 245
④新製造技術 14 41 73 155
⑤流通・物流 36 132 49 145
⑥環境 15 37 64 14
⑦ビジネス支援 19 33 92 140
⑧海洋 4 7 59 80
⑨バイオテクノロジー 1 10 3 15
⑩都市環境整備 5 16 6 15
⑪航空・宇宙（民需） 4 8 8 14
⑫新エネ・省エネ 2 7 4 13
⑬人材関連 2 4 6 11
⑭国際化関連 1 2 6 10
⑮住宅関連 1 4 3 9
（注）現在は95年前後
（出所）「経済構造の変革と創造のための行動計画」
一309一
）　　吉　川 薫
＊1　本稿は白鴎大学公開講座（統一テーマ『21世紀日本社会の諸問題』）の一つとして
　　2000年5月30日行った講演のために準備したぺ一パーをもとに作成したものである。
　　なお、実際の講演では時間の都合で省略した部分がある。
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